
   これでいいのか中野区政！？
   区民の声を聞き立ち止まる決断を！

中野駅西側南北通路・橋上駅舎
区負担額［　］➡119億円に！
　中野駅西側南北通路・橋上駅
舎建設に伴う中野区の負担額が
約119億円にまで膨れ上がること
が明らかになりました。基本設計
をしたところ、地盤の軟弱さや杭
打ちを人力でやる必要があること
が判明したためです。工事着手
もいつになるか分からず、工期も
延長し、駅ビルの開業は早くとも
2028年度以降となります。駅ビ
ル建設はこの際、立ち止まって考
え直すことが必要です。

「利用者アンケート行なって」
の声を不採択に！

　説明会などは行うものの、区民の意見は聞き置くだけの中野区の姿勢を
変えさせようと、住民団体が「『中野区みどりの基本計画』にもある利用者アン
ケートを行なって」という請願を提出しました。区民合意もないまま性急なスケ

ジュールで計画を進めることは許さ
れません。「利用者アンケートを行っ
てほしい」という要求は当然のもの
ですが、請願は自民・公明らの反
対で不採択となりました。

地域から図書館を
なくさないで！
　本町・東中野の2 つの図書館を廃止す
る計画が進められています。区は「蔵書
も充実し、バリアフリー化もなされる」と
言っていますが、2 つの図書館を廃止す
る理由にはなりません。身近にあって
こその図書館です。廃止計画
は見直しをするべきです。

日本共産党中野区議会議員 あなたの声を、区政に活かす
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ツイッター、フェイスブックも
やっています！

平和の森公園

再整備基本計画

図書館
廃止計画

中野駅
再開発

中野駅西側南北通路・
橋上駅舎の基本設計図

現在の橋上駅舎・駅ビル建設予定地

ぶつかっちゃう
のが心配だよ

区民の意見を
きちんと
受け止めて！

写真中央の
駅工事ヤードも
巨大な
遊休地に！

遠くの
図書館まで
行くのは大変
だわ

以前は
71億円

第2回

定例
会報
告

中野区立本町図書館

平和の森公園
再整備基本計画
素案イメージ図



以前の
進入禁止の標識

新設された
進入禁止の標識

これじゃ
見えないよ
・・・・！！

日本共
産党の

提案

受け付けています
生活のこと、地域のこと、
なんでもご相談ください

この漫画では何と言っても主人公の成長が見どころだと思います。
同時に科学的で納得に基づく指導や他の登場人物の思いなど見逃せ
ない点は非常に多いです。部活とは「人格の完成」を目指した教育の
中の営みなのだと感じさせてくれる作品です。

「教育」としての部活の役割
相談

議員団控室／電話：3228-8873
　　　　　　FAX：3389-8657
携帯電話：090-4607-7889 ★このコラムでは、地域のこと、私のことなど、雑多な中身をご紹介していきたいと思っています。

米軍犯罪、原発避難者置き去り許さない

羽鳥だいすけの

日々雑感

岐阜市「子ども若者総合支援センター“エールぎふ”」、
京都市「防災まちづくり推進事業」の視察に行きました

標識が新たに
設置されました

岐阜市ではこれまで部署が
異なっていた赤ちゃんから
20歳までの若者の支援の
一元化について、京都市で
は災害発生時の避難路確
保についてなど学びました。
これからの議会論戦に生か
したいと思います。

「左折する車から標識が見えない
せいで、進入禁止の時間に車が入っ
てくる」という区民からの相談を受
け、植木都議とともに警察に要請
を行い、交差点に新たに標識が設
置されました。（都立家政商店街）

職員に防災事業の内容の説明を受ける“エールぎふ”の前で

新しく設置された標識

①6月6日/本会議
来住議員が熊本地震を教訓に女
性・外国人などの避難者対応策や
耐震工事助成など防災対策の充
実を求める。
②6月7日/本会議
小杉議員が障害者の社会的障壁
解消の施策として、大活字図書へ
の補助や福祉タクシー券交付を
郵送でも行えるよう求める。
③6月13日/子ども文教委員会
「区立幼稚園を廃止せずに存続
してほしい」という陳情が、自民・
公明らによってまたも採択されず
継続審査とされる。
④6月16日/駅まち特
中野駅西側南北通路及び駅側通
路の工事着工が大幅に遅れると
ともに、中野区負担額の大幅な上
昇が報告される
⑤6月20日/本会議
平和の森公園再整備に伴って条
例に基づいた利用者アンケートの
実施を求める請願が不採択に。
浦野議員が採択求め賛成討論。

第2回定例会日誌

　「元海兵隊員の米軍属による女性死体遺棄
事件に関する意見書」（案）と「原発事故避難者への

住宅支援の継続を求める意見書」（案）を提出しました。問題が起
きている場所はそれぞれ沖縄と福島ですが、どちらも国民の命
と暮らしに関わる大問題です。早急な対策が必要とされています
が、自民・公明らの反対によって否決されてしまいました。

◦	元米軍属による女性死体遺棄
事件に関する意見書（案）
１.	日米両政府は遺族に改めて
謝罪と補償を行うこと。

２.	米軍人・軍属の犯罪を根絶する
ための協議を行うこと。

３	日米地位協定の見直しを行うこと。

◦原発事故避難者への住宅支援の継
続を求める意見書（案）
１.	無償住宅支援の延長を行うと
ともに、退去を迫らないこと。

２.	「原発事故・子ども被災者
支援法」に基づく住宅支
援制度を確立すること。

３.	避難者の住宅問題の
実態調査を行い、必要
な立法措置をとること。

意見書（案）要旨

「戦争しない政治を求める中野デモ」に参加！
　この秋にも政府は「安保法制＝戦争法」の発動を狙っています。
デモには250人が参加し、「安保法制今すぐ廃止」「集団的自衛
権はいらない」を訴えました。

ひぐちアサ
『おおきく振りかぶって』

区議団と植木都議とともにデモに参加しました

元海兵隊員の米軍属による女性死体遺棄事件に関する意見書(案) 

 
４月下旬から行方不明となっていた沖縄県うるま市の２０歳女性が遺体で発見され、

元海兵隊員の米軍属が５月１９日に死体遺棄容疑で逮捕されるという凶悪事件が発生

しました。 

元海兵隊員の米軍属によるこのような蛮行は、生命をないがしろにするものであり、

断じて許されるものではありません。遺族の悔しさや悲しみははかり知れず、多くの

人々から激しい怒りの声が噴出しています。 

沖縄県の日本復帰以降、昨年末までに米軍関係者（軍人、軍属、家族）による犯罪の

検挙状況は５８９６件、このうち殺人、強盗、放火、強姦といった「凶悪犯」に限って

も５７４件にも及びます。 

米軍人・軍属等による事件・事故が発生するたびに「綱紀粛正」、「
再発防止」が言わ

れてきましたが、こ
の事件の直後にも米軍人の飲酒運転による衝突事故が発生しており、

米軍における再発防止への取り組みや軍人・
軍属等に対する教育等の実効性に疑問を抱

かざるを得ません。こ
うした相次ぐ米軍関係者による犯罪の背景には、容

疑者の身柄引

き渡しや第一次裁判権に関して米軍の特権的地位を定めた日米地位協定があることは

疑いありません。 

よって中野区議会は、日本国民の人権・生命・財産を守る立場から、今回の事件に対

し厳重に抗議するとともに、下記の事項が速やかに実現されるよう強く要請致します。 

 

記 

 
１

日米両政府は、遺族及び沖縄県民に対して改めて謝罪し必要な補償を行うこと。 

２
日米首脳において沖縄の基地問題、米

軍人・軍属等の犯罪を根絶するための対応を

協議すること。 

３
日米地位協定の見直しを求め、沖縄県民の負担の軽減に努めること。 

 
以上、地方自治法第９９条の規定に基づき意見書を提出します。 

 

年
月

日 
 

衆議院議長 

参議院議長 

内閣総理大臣 

外務大臣

あて 

防衛大臣 

内閣府特命担当大臣(沖縄及び北方対策) 

中野区議会議長名 

原発事故避難者への住宅支援の継続を求める意見書（案） 

 
福島第一原子力発電所の事故から５年が過ぎましたが、いまだに約１０万人もの人々が

県内外での避難生活を余儀なくされています。中野区内にも１０５世帯２２６人の方が避

難されてきています。放射能汚染水は今なお増え続け、溶け落ちた核燃料の状態さえ分から

ず、「収束」とは程遠い状況です。 

そのような中にありながら、政府の原子力災害対策本部は昨年６月１２日に発表した「原

子力災害からの福島復興の加速に向けて」の中で「復興の加速化」の名の下に、避難指示解

除準備区域・居住制限区域について、２０１７年３月までに避難指示を解除する方針を示し

ました。そして国と福島県はその期日に合わせて、避難区域外からの自主避難者について災

害救助法に基づく避難者への住居の無償提供を打ち切ることを合意しました。 

２０１２年に国会にて全会一致で成立した「原発事故・こども被災者支援法」は被災者が

被災地に残るか、避難するか、被災地に帰還するかの「いずれを選択した場合であっても適

切に支援するものでなければならない」と定めています。こうした理念を実現するために具

体的な施策を拡充していくことが必要です。その点で２０１７年３月末での住宅支援打ち

切りはこの法の趣旨からも逸脱していると言わざるをえません。 

また、避難者の生活の最も重要な基盤となる住宅への支援策は、災害救助法で想定されて

いなかった長期にわたる放射性物質による汚染という原子力災害の特性に対処するために

も、新たな法制度が必要とされています。 

よって中野区議会は、憲法に定められた居住権を保障するため、以下の点について求める

ものです。  

記 

 
１

２０１７年３月末までになっている原発事故による自主避難者の公営住宅や民間賃貸

などの無償住宅支援の延長を行うこと。現在の入居者に対して２０１６年度末で退去

を迫らないこと。 

２
原発事故による被災者が避難を選択する権利を有することを認め、そのための国の責

任を定めた「原発事故子ども・被災者支援法」を順守し、同法に基づく抜本的・継続的

な住宅支援制度を確立すること。 

３
福島県内外の避難者の避難先での住宅問題について直ちに十分な実態調査を行い、新

たな立法措置を含む住宅支援制度を確立すること。 

 
以上、地方自治法第 99 条の規定に基づき意見書を提出します。 

年
月

日 

 
内閣総理大臣 

総務大臣 復興大臣 内閣府特命担当大臣(原子力損害賠償・廃炉等支援機構)
あて 

内閣府特命担当大臣(原子力防災) 

内閣府特命担当大臣(防災) 

 

中野区議会議長名 


